
事前にそなえるべき
目標

起きてはならない
最悪の事態

施 策 分 野 施策分野（横断的）

行政機能・警察・消防
住宅・都市・交通・

国土保全
保健医療・福祉 情報通信

産業・物流・
エネルギー

環境・農林 土地利用 リスクコミュニケーション

１ 人命の保護 １－１
住宅・建物・交通施
設等の複合的・大規
模倒壊や不特定多数
が集まる施設の倒壊
による多数の死亡者
の発生

１ 住宅の耐震化及び屋内収容
物等の耐震対策

３ 防災拠点となる公共施設等
の耐震化

19 避難所・避難場所の確保・
整備

24 液状化対策
25 危険物等施設の安全対策
27 外国人の安全確保対策
31 関係機関との連携による防

災訓練の実施
34 消防団・自主防災組織の強

化
48 要配慮者等への支援
54 避難所の運営体制の整備
56 ペット対策
66 学校の防災体制の整備
67 文化財所有者・管理者の防

災対策

１ 住宅の耐震化及び
屋内収容物等の耐震
対策

２ 民間大規模建築物
の耐震化

３ 防災拠点となる公
共施設等の耐震化

16 計画的な土地利用
17 市街地の防災性向

上
19 避難所・避難場所

の確保・整備
24 液状化対策
66 学校の防災体制の

整備
67 文化財所有者・

管理者の防災対策

３ 防災拠点となる公
共施設等の耐震化

25 危険物等施設の
安全対策

31 関係機関との連携
による防災訓練の実
施

46 多数の者が利用す
る施設の安全確保

47 社会福祉施設の防
災対策

48 要配慮者等への支
援

16 計画的な土地利用
18 危険を回避した土

地利用

１ 住宅の耐震化及び屋内収容物
等の耐震対策

４ 建物の不燃化対策
24 液状化対策
25 危険物等施設の安全対策
26 町民の防災意識の向上
27 外国人の安全確保対策
28 防災教育の充実
29 ハザードマップによる啓発
30 町民参加の防災訓練の実施
34 消防団・自主防災組織の強化
48 要配慮者等への支援
54 避難所の運営体制の整備
56 ペット対策
66 学校の防災体制の整備
67 文化財所有者・管理者の防災
対策

１－２
密集市街地や不特定
多数が集まる施設に
おける大規模火災に
よる多数の死傷者の
発生

34 消防団・自主防災組織の強
化
46 多数の者が利用する施設の
安全確保
54 避難所の運営体制の整備
56 ペット対策
66 学校の防災体制の整備
67 文化財所有者・管理者の防
災対策

４ 建物の不燃化対策
66 学校の防災体制の

整備
67 文化財所有者・管

理者の防災対策

25 危険物等施設の安
全対策

46 多数の者が利用す
る施設の安全確保

47 社会福祉施設の防
災対策

48 要配慮者等への支
援

２ 民間大規模建築物の耐震化
34 消防団・自主防災組織の強化
26 町民の防災意識の向上
27 外国人の安全確保対策
28 防災教育の充実
54 避難所の運営体制の整備
56 ペット対策
67 文化財所有者・管理者の防災
対策

１－３
欠番

１－４
突発的又は広域かつ
長期的な市街地等の
浸水による多数の死
傷者の発生

19 避難所・避難場所の確保・
整備

54 避難所の運営体制の整備

９ 治水対策
10 河川改修
11 排水施設の整備
17 市街地の防災性向

上
19 避難所・避難場所

の確保・整備

14 農業用施設等の整
備

16 計画的な土地利用
18 危険を回避した土

地利用

54 避難所の運営体制の整備

１－５
大規模な火山噴火・
風水害・土砂災害等
による多数の死傷者
の発生

19 避難所・避難場所の確保・
整備

31 関係機関との連携による防
災訓練の実施

27 外国人の安全確保対策
32 地域特性に応じた訓練の実

施
34 消防団・自主防災組織の強
化
48 要配慮者等への支援
50 災害情報の収集・伝達体制

の整備
54 避難所の運営体制の整備
56 ペット対策
66 学校の防災体制の整備
72 火山災害対策

６ 土砂災害対策
７ 治水対策
10 河川改修
17 市街地の防災性向

上
19 避難所・避難場所

の確保・整備
66 学校の防災体制の

整備

31 関係機関との連携
による防災訓練の実
施

46 多数の者が利用す
る施設の安全確保

47 社会福祉施設の防
災対策

48 要配慮者等への支
援

５ 広域避難を必要と
する大規模災害発生
時の情報伝達体制の
整備
49 町民等への情報発
信体制の整備
50 災害情報の収集
伝達体制の整備

７ 治山対策
18 農業用施設等の整
備

16 計画的な土地利用
18 危険を回避した土
地利用

26 町民の防災意識の向上
27 外国人の安全確保対策
28 防災教育の充実
29 ハザードマップによる啓発
30 町民参加の防災訓練の実施
34 消防団・自主防災組織の強化
46 多数の者が利用する施設の安
全確保
54 避難所の運営体制の整備
56 ペット対策
66 学校の防災体制の整備
72 火山災害対策

１－６
暴風雪や豪雪等に伴
う多数の死傷者の発
生

73 雪害に対する安全性の確保 73 雪害に対する安全
性の確保

施策の洗い出し結果
別紙３
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事前にそなえるべき
目標

起きてはならない
最悪の事態

施 策 分 野 施策分野（横断的）

行政機能・警察・消防
住宅・都市・交通・

国土保全
保健医療・福祉 情報通信

産業・物流・
エネルギー

環境・農林 土地利用 リスクコミュニケーション

２ 迅速な救助・救
急、医療活動等

２－１
被災地での食料・飲
料水・電力・燃料等、
生命に関わる物資・
エネルギー供給の停
止

38 医薬品・医療機器等の整備
44 広域応援受援体制の強化
57 飲料水、食料及び生活必需

物資等の確保
66 学校の防災体制の整備

20 水道施設の耐震
化及び給水体制の
確保
66 学校の防災体制
の整備

38 医薬品・医療機
器等の整備

26 町民の防災意識の向上
57 飲料水、食料及び生活必需物

資等の確保

２－２
多数かつ長期にわた
る孤立地域等の同時
発生

33 実践的な訓練の実施
52 孤立化対策の推進
39 ヘリポート等の整備

15 道路・橋りょう
等の整備

26 町民の防災意識の向上

２－３
自衛隊、警察、消防
等の被災等による救
助・救急活動等の絶
対的不足

31 関係機関との連携による防
災訓練の実施

42 救助・救急体制の充実
43 消防の広域化
44 広域応援受援体制の強化
45 災害対応できる資機材の整

備

31 関係機関との連
携による防災訓練
の実施

31 関係機関との連携による防災
訓練の実施

44 広域応援受援体制の強化

２－４
想定を超える大量の
帰宅困難者の発生、
混乱

53 帰宅困難者対策の推進
57 飲料水、食料及び生活必需

物資等の確保

53 帰宅困難者対策
の推進

26 町民の防災意識の向上

２－５
医療施設及び関係者
の絶対的不足・被災、
支援ルートの途絶、
エネルギー供給の途
絶による医療機能の
麻痺

３ 防災拠点となる公共施設等
の耐震化

31 関係機関との連携による防
災訓練の実施

36 災害時医療救護体制の整備
38 医薬品・医療機器等の整備
39 ヘリポート等の整備
44 広域応援受援体制の強化
60 道路啓開・交通規制体制の

整備
61 燃料の確保

３ 防災拠点となる
公共施設等の耐震
化
15 道路・橋りょう
等の整備

３ 防災拠点となる
公共施設等の耐震
化
31 関係機関との連
携による防災訓練
の実施
35 町民の救護能力
の向上
36 災害時医療救護
体制の整備
38 医薬品・医療機
器等の整備

61 燃料の確保 15 道路啓開・交通
規制体制の整備

35 町民の救護能力の向上

２－６
被災地における疫
病・感染症等の大規
模発生

36 災害時医療救護体制の整備
59 業務継続体制の確保

36 災害時医療救護
体制の整備
40 防疫体制の整備
41 広域火葬体制の
強化

41 広域火葬体制の
強化

２－７
劣悪な避難生活環境、
不十分な健康管理に
よる多数の被災者の
健康状態の悪化・死
者の発生

19 避難所・避難場所の確保・
整備

27 外国人の安全確保対策
36 災害時医療救護体制の整備
38 医薬品・医療機器等の整備
48 要配慮者等への支援
55 応急仮設住宅の迅速・的確

な提供
57 飲料水、食料及び生活必需

物資等の確保

55 応急仮設住宅の
迅速・的確な提供

36 災害時医療救護
体制の整備
38 医薬品・医療機
器等の整備
40 防疫体制の整備
48 要配慮者等への
支援

27 外国人の安全確保対策
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事前にそなえるべき目
標

起きてはならない
最悪の事態

施 策 分 野 施策分野（横断的）

行政機能・警察・消防
住宅・都市・交通・

国土保全
保健医療・福祉 情報通信

産業・物流・
エネルギー

環境・農林 土地利用 リスクコミュニケーション

３ 行政機能の維持 ３－１
被災による司法機能、
警察機能の大幅な低
下による治安の悪化、
社会の混乱

31 関係機関との連携による防
災訓練の実施

31 関係機関との連携による防
災訓練の実施

３－２
行政機関の職員・施
設等の被災による機
能の大幅な低下

３ 防災拠点となる公共施設等
の耐震化
33 実践的な訓練の実施
58 災害対策本部の機能強化
59 業務継続体制の確保
66 学校の防災体制の整備
70 復興対策マニュアルの整備

３ 防災拠点となる
公共施設等の耐震
化

66 学校の防災体制
の整備

３ 防災拠点となる
公共施設等の耐震
化

58 災害対策本部の
機能強化

３ 防災拠点となる公共施設等
の耐震化

60

事前にそなえるべき目
標

起きてはならない
最悪の事態

施策分野 施策分野（横断的）

行政機能・警察・消防
住宅・都市・交通・

国土保全
保健医療・福祉 情報通信

産業・物流・
エネルギー

環境・農林水産 土地利用 リスクコミュニケーション

４ 情報通信機能の確
保

４－１
防災・災害対応に必
要な通信インフラの
麻痺・機能停止

５ 広域避難を必要とする大規
模災害発生時の情報伝達体制
の整備
74 雪害に対する安全性の確保

74 雪害に対する安
全性の確保

５ 広域避難を必要
とする大規模災害
発生時の情報伝達
体制の整備
23 輻輳への対策

23 輻輳への対策

４－２
テレビ・ラジオ放送
の中断等により災害
情報が必要な者に伝
達できない事態

49 町民等への情報発信体制の
整備
51 被災者支援に関する情報シ
ステムの構築

５ 広域避難を必要
とする大規模災害
発生時の情報伝達
体制の整備
49 町民等への情報
発信体制の整備
51 被災者支援に関
する情報システム
の構築

49 町民等への情報発信体制の
整備

輻輳（ふくそう）とは

通信分野では、インターネット回線や電話回線にアクセスが集中する
ことを輻輳と呼びます。

インターネット回線や電話回線で輻輳が発生すると、通信速度が低下
する、あるいは通信システムそのものがダウンするといった弊害が生じ
ます。



事前にそなえるべき
目標

起きてはならない
最悪の事態

施 策 分 野 施策分野（横断的）

行政機能・警察・消防
住宅・都市・交通・

国土保全
保健医療・福祉 情報通信

産業・物流・
エネルギー

環境・農林 土地利用 リスクコミュニケーション

５ 経済活動の機能
不全防止

５－１
サプライチェーンの
寸断等による企業の
生産力低下

37 企業の防災体制の確立 37 企業の防災体制
の確立

37 企業の防災体制の確立

５－２
エネルギー供給の停
止による、社会経済
活動、サプライ
チェーンの維持への
甚大な影響

37 企業の防災体制の確立
61 燃料の確保

37 企業の防災体制
の確立

37 企業の防災体制の確立

５－３
欠番

５－４
欠番

５－５
東名高速道路や国道
２４６号等の幹線が
分断するなど、基幹
的陸上交通ネット
ワークの機能停止に
よる物流・人流への
甚大な影響

６ 土砂災害対策 ６ 土砂災害対策
15 道路・橋りょう
等の整備

７ 治山対策

５－６
食料等の安定供給の
停滞

58 飲料水、食料及び生活必需
物資等の確保

58 飲料水、食料及び生活必需
物資等の確保

61

事前にそなえるべき
目標

起きてはならない
最悪の事態

施策分野 施策分野（横断的）

行政機能・警察・消防
住宅・都市・交通・

国土保全
保健医療・福祉 情報通信

産業・物流・
エネルギー

環境・農林水産 土地利用 リスクコミュニケーション

６ ライフラインの
維持・復旧

６－１
電力供給ネットワー
ク（発変電所、送配
電設備）や石油・
ＬＰガスサプライ
チェーン等の長期間
にわたる機能の停止

22 電力の安定供給
37 企業の防災体制の確立
74 雪害に対する安全性の確保

74 雪害に対する安
全性の確保

37 企業の防災体制
の確立

64 自立・分散型エ
ネルギーの導入促
進

37 企業の防災体制の確立

６－２
上下水道等の長期間
にわたる供給停止

58 飲料水、食料及び生活必需
物資等の確保

74 雪害に対する安全性の確保

20 水道施設の耐震
化及び給水体制の
確保
58 飲料水、食料及
び生活必需物資等
の確保
74 雪害に対する安
全性の確保

58 飲料水、食料及び生活必需物
資等の確保

６－３
汚水処理施設等の長
期間にわたる機能停
止

74 雪害に対する安全性の確保 21 汚水処理機能の
確保
74 雪害に対する安
全性の確保

６－４
鉄道・高速道路等基
幹的交通から地域交
通網まで、交通イン
フラの長期間にわた
る機能停止

６ 土砂災害対策
60 道路啓開・交通規制体制の

整備
62 道路の安全確保

６ 土砂災害対策
15 道路・橋りょう
等の整備
60 道路啓開・交通
規制体制の整備

７ 治山対策
66 道路啓開・交通

規制体制の整備

62 道路の安全確保

６－５
防災インフラの長期
間にわたる機能不全

50 災害情報の収集・伝達体制
の整備

50 災害情報の収集
・伝達体制の整備



事前にそなえるべき
目標

起きてはならない
最悪の事態

施 策 分 野 施策分野（横断的）

行政機能・警察・消防
住宅・都市・交通・

国土保全
保健医療・福祉 情報通信

産業・物流・
エネルギー

環境・農林 土地利用 リスクコミュニケーション

７ ⼆次災害の防止 ７－１
地震に伴う市街地で
の大規模火災の発生
による多数の死傷者
の発生

４ 建物の不燃化対策
19 避難所・避難場所の確保・

整備
34 消防団・自主防災組織の強

化
43 消防の広域化
44 広域応援受援体制の強化
67 文化財所有者・管理者の防

災対策

４ 建物の不燃化対
策
17 市街地の防災性
向上
67 文化財所有者・
管理者の防災対策

４ 建物の不燃化対策
34 消防団・自主防災組織の強化
67 文化財所有者・管理者の防災

対策

７－２
欠番

７－３
沿線・沿道の建物倒
壊に伴う閉塞、トン
ネル等地下構造物の
倒壊等に伴う陥没に
よる交通麻痺

１ 住宅の耐震化及び屋内収容
物等の耐震対策

14 避難所・避難場所の確保・
整備

60 道路啓開・交通規制体制の
整備

１ 住宅の耐震化及
び屋内収容物等の
耐震対策

２ 民間大規模建築
物の耐震化
60 道路啓開・交通
規制体制の整備
64 応急危険度判定
等の体制整備

60 道路啓開・交通
規制体制の整備

１ 住宅の耐震化及び屋内収容物
等の耐震対策

２ 民間大規模建築物の耐震化

７－４
ため池、防火水槽、
天然ダム等の損壊・
機能不全や堆積した
土砂・火山噴出物の
流出による多数の死
傷者の発生

12 貯水池等の整備
13 河川管理施設の
整備

７－５
有害物質の大規模拡
散・流出による地域
の荒廃

25 危険物等施設の安全対策 25 危険物等施設の
安全対策

25 危険物等施設の安全対策

７－６
農地・森林等の被害
による地域の荒廃

７ 治山対策
８ 森林の機能維持
14 農業用施設等の

整備
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事前にそなえるべき
目標

起きてはならない
最悪の事態

施 策 分 野 施策分野（横断的）

行政機能・警察・消防
住宅・都市・交通・

国土保全
保健医療・福祉 情報通信

産業・物流・
エネルギー

環境・農林 土地利用 リスクコミュニケーション

８ 地域社会・経済
の迅速な再建・回復
のための条件整備

８－１
大量に発生する災害
廃棄物の処理の停滞
により復興が大幅に
遅れる事態

68 災害廃棄物の処
理体制の整備

８－２
復興を支える人材等
（専門家、コーディ
ネーター、労働者、
地域に精通した技術
者等）の不足、より
良い復興に向けたビ
ジョンの欠如等によ
り復興できなくなる
事態

60 道路啓開・交通規制体制の
整備

70 復興対策マニュアルの整備

60 道路啓開・交通
規制体制の整備

60 道路啓開・交通
規制体制の整備

60 道路啓開・交通規制体制の整
備

８－３
広域地盤沈下等によ
る広域・長期にわた
る浸水被害の発生に
より復興が大幅に遅
れる事態

71 地籍調査の促進 10 河川改修
11 排水施設の整備

８－４
貴重な文化財や環境
的資産の喪失、地域
コミュニティの崩壊
等による有形・無形
の文化の衰退・損失

34 消防団・自主防災組織の強
化

48 要配慮者等への支援
54 避難所の運営体制の整備
65 災害救援ボランティア活動

の充実強化
69 被災者相談・被災者支援の

実施体制の整備
67 文化財所有者・管理者の防

災対策
69 被災者相談・被災者支援の

実施体制の整備
70 復興対策マニュアルの整備

応急仮設住宅の迅速・的確な
提供

55 応急仮設住宅の
迅速・的確な提供

48 要配慮者等への
支援
65 災害救援ボラン
ティア活動の充実
強化

26 町民の防災意識の向上
28 防災教育の充実
34 消防団・自主防災組織の強化

要配慮者等への支援
54 避難所の運営体制の整備
65 災害救援ボランティア活動の

充実強化
67 文化財所有者・管理者の防災
対策
69 被災者相談・被災者支援の実

施体制の整備

８－５
事業用地の確保、仮
設住宅・仮店舗・仮
事業所等の整備が進
まず復興が大幅に遅
れる事態

70 復興対策マニュアルの整備
71 地籍調査の促進

16 計画的な土地利
用

８－６
風評被害や信用不安、
生産力の回復遅れ、
大量の失業・倒産等
による地域経済等へ
の甚大な影響

49 町民等への情報
発信体制の整備
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